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労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律案の概要

多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推進、職場の
メンタルヘルス対策の推進、化学物質による健康障害防止対策等の推進、機械等による労働災害の防止の促進等、高年齢労働者の労働災害
防止の推進等の措置を講ずる。

１．個人事業者等に対する安全衛生対策の推進【労働安全衛生法】

既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等による災害の防止を図るため、
① 注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の強化など）を定め、併せてILO第155号条
約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）の履行に必要な整備を行う。

② 個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定める。

２．職場のメンタルヘルス対策の推進【労働安全衛生法】

○ ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている労働者数50人未満の事業場についても実施を義務とする。
その際、50人未満の事業場の負担等に配慮し、施行までの十分な準備期間を確保する。（→2028年4月1日～）

３．化学物質による健康障害防止対策等の推進【労働安全衛生法、作業環境測定法】

① 化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知義務違反に罰則を設ける。
② 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認める。
なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象としない。

③ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担保を図る。

４．機械等による労働災害の防止の促進等【労働安全衛生法】

① ボイラー、クレーン等に係る製造許可の一部（設計審査）や製造時等検査について、民間の登録機関が実施できる範囲を拡大する。
② 登録機関や検査業者の適正な業務実施のため、不正への対処や欠格要件を強化し、検査基準への遵守義務を課す。

５．高齢者の労働災害防止の推進【労働安全衛生法】

○ 高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、国が当該措置に関する指針を公表することとする。 等

令和８年４月１日（ただし、１①の一部は公布日、４②は令和８年１月１日、３③は令和８年10月１日、１②の一部は令和９年１月１日、
１①及び②の一部は令和９年４月１日、２は公布後３年以内に政令で定める日、３①は公布後５年以内に政令で定める日）

改正の趣旨

施行期日

改正の概要

このほか、平成26年改正法において改正を行った労働安全衛生法第53条について、規定の修正を行う。
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通称：エイジフレンドリー指針
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転倒災害の原因分析
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運動は身体機能を改善するか
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参考
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作業管理、作業環境管理による対策の限界

27

労働安全衛生を考える上でまず重要となるのは、労働者の健康を脅かす
様々な外的因子（ネガティブ要因）を特定し、それらの軽減策を講ずるこ
と。→労働安全衛生法が施行されて50年以上が経過した現在、テクノロ
ジーの進歩もあり、大局的観点でみれば、労働者の身体的安全性は高まっ
ている。

一方で「ネガティブ要因の低減」だけに焦点を当てた労働安全衛生活動
の限界。

労働人口減少社会においても、企業等の活発な組織活動を維持していく
ためには、労働者一人ひとりの活力向上、すなわち「ポジティブ要因の増
強」がこれまで以上に重要。



対策の対象者をどう選定するか
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運動習慣と転倒災害
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筋トレはバランス能力も改善する

30特に筋トレは筋力とバランス能力の両方を改善する



サルコペニアとフレイル

31

サルコペニア：筋肉量の減少に伴って筋力や身体機能が低下している状態

フレイル：加齢や疾患によって身体的・精神的なさまざまな機能が徐々に衰え、

心身のストレスに脆弱になった状態



筋肉減弱（サルコペニア）について

32

①下腿周囲長の基準（男性34㎝ 女性33㎝）

指輪っかテスト？

5回椅子立ち上がりテスト？



指輪っかテスト
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5回椅子立ち上がりテスト

34

座った状態から5回立ち上がるのに要した時間を測定する方法。

①5回、できるだけ早く繰り返す。

②腕は胸の前で組み、反動などを

使わないようにする。

③立ち上がった時の姿勢は直立姿

勢になるようにする。

④椅子の転倒などに気を付ける。

12秒以上かかる場合、サルコペニアのリスクあり



ＣＲＦ

35

全身持久力のこと。「疲れやすさ」の指標。ＶＯ2ＭＡＸの代用。



ＣＲＦの測定はどうするか
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労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所による

37



労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所による
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労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所による

39



ＣＲＦ測定・推定ツールの紹介

40

労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所ホームページにおける各種ツールの配布

https://tairyoku.records.johas.go.jp/calc_crf



難しいところ①
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難しいところ②
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難しいところ③
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先進企業における導入例

44
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補助金の対象事業場

47

ア 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の法人である事業者又は常時使用する労働者の数が300人以下の事業者であっ
て、次のイからエまでに掲げる業種以外の業1種に属する事業を主たる事業として営むもの

イ 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の法人である事業者又は常時使用する労働者の数が100人以下の事業者であっ
て、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの

ウ 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の法人である事業者又は常時使用する労働者の数が100人以下の事業者で
あって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの

エ 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の法人である事業者又は常時使用する労働者の数が50人以下の事業者で
あって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの



中小企業の判定について

48

• 資本金や出資のない法人は常時使用する労働者数のみで判定

→ 医療・福祉を含むサービス業は、法人全体で 100 人以下が基準

• 常時使用する労働者とは？

→ 企業全体（全ての事業所）の労働者数から、

①日雇い労働者

②二箇月以内の有期雇用労働者

③季節的業務に四箇月以内の期間を定めて使用される者

④試の使用期間中の者（試用期間の労働者）

を除いた労働者数



補助金の審査基準（抜粋）

49

申請は可能だが審査ではじかれる例

①過去１年以内に厚生労働省所管法令違反により行政処分を受けていないこと。
ただし、労働基準関係法令違反により労働基準監督機関から使用停止等命令を受け
たが、是正措置を行い、「使用停止等命令解除通知書」を受理している場合には、
この限りではない。

② 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反により送検され、かつ、この事実を公表
されていないこと。

③過去５年以内に補助金適正化法第17条に規定する補助金等の決定の取消しその他
これに準ずる処分を受けていないこと。

④ 申請者が暴力団ではなく、申請者の役員等が暴力団員ではなく、申請者の役員等
が暴力団又は暴力団員を利用する、資金等を供給する、便宜を供与する等関与した
り、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関
係を有したりしていないこと。
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その他気を付けるべきこと

52

①物品等のリースの代金は補助対象外。

②交付決定日より前に発注・契約・購入を行った経費は、いかなる理由があっても、補助対象外。

③交付決定を受けた取組のすべてが完了する前（着手時点など）に業者等に代金を支払った場合

（いわゆる「前払い」）は、補助金を受けられない。

④ローンによる支払いや、手形、小切手、電債、電子マネー、プリペイドによる支払いは補助金の

支給対象外。

⑤電子申請については、申請の不備等（提出必須書類の不足等）があれば、当該不備等がすべて解

消されたものを再度提出された後、問題ないことを確認し、受付完了した日が受付日。

→ 期限ぎりぎりの申請はハイリスク。余裕を持った申請を。

⑥交付決定された取組内容と請求時に報告された実際の取組内容が違うため支払いができない事例

が過去にある。

⑦申請できるのはⅠ、Ⅱ、Ⅲのいずれか１コースのみ。

⑧これまでに補助を受けた対策や取組と同一のものについては、補助の対象外。

（介護作業対策の補助を受けたことのある事業場が転倒災害対策で補助を受けることは可能）

⑨法令に基づく義務として事業者が導入すべき安全機器や安全装具は補助対象外。



どのような対策が対象？

53

• 量物取扱いや介護作業における労働災害防止対策に要する経費

①不自然な作業姿勢を解消するための作業台等の設置

②重量物搬送機器・リフトの導入

③重筋作業を補助するアシストスーツの導入

④介護における移乗介助の際の身体的負担を軽減する機器の導入

⑤介護における入浴介助の際の身体的負担を軽減する機器の導入

⑥介護職員の身体の負担軽減のための介護技術（ノーリフトケア）の修得のための教育の実施

• 転倒・墜落災害防止対策に要する経費

①作業床や通路のつまずき防止対策（作業床や通路の段差の解消）

②作業床や通路の滑り防止対策（水場等への防滑性能の高い床材・グレーチング等の導入、凍結防止装置の導入）

③転倒時のけがのリスクを低減する設備・装備の導入

④階段の踏み面への滑り防止対策

⑤階段への手すりの設置

⑥高所作業台の導入

• その他の高年齢労働者の労働災害防止対策に関する経費

①業務用の車両への踏み間違い防止装置の導入（会社名義の車両に後付けするものに限る）



つづき

54

• 暑熱な環境による熱中症予防対策として身体機能の低下を補う装置・装備の導入に要する経費

① 屋外作業等における体温を下げるための機能のある服や、スポットクーラー等、その他労働者の体表面の冷却を

行うために必要な機器の導入（電動ファン付き作業服（ただし高年齢労働者の人数分のみ）など）

② 屋外作業等における効率的に身体冷却を行うために必要な機器の導入

③熱中症の初期症状等の体調の急変を把握できる小型携帯機器（ウエアラブルデバイス）による健康管理システム

の導入

※ＷＢＧＴ計の購入費は対象外。

※屋内作業であっても温湿度調整を行っても室温 31℃又は湿球黒球温度(WBGT)28℃を下回らない事情があれば①②

も申請可能。→まずはエアコン等で空間全体の環境改善が法令の義務（安衛則第606条）

※アイススラリー用の冷凍保存庫は補助対象。保冷温庫や冷凍冷蔵庫は補助対象外。

※スポットクーラーは移動式で熱排気のできるものに限る

※建物の壁や屋根に遮熱塗料を塗る工事費、断熱材を埋め込む工事費、窓に遮熱フィルムを張る工事費は対象外
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